
 
 

令和 ８年 １0月 28 日  

国土交通省北陸地方整備局 

災害対策マネジメント室  

港湾空港部港湾空港防災・危機管理課 

 

北陸地方整備局で令和８年度 TEC-FORCE 予備隊員へ辞令を交付 

～災害時の派遣前に、辞令交付式と研修を開催～ 

 

 

 

 

 
 

 
    

1.概要  

国土交通省では、TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）を設置し、災害時に被災地における被害状況調

査や早期復旧等の災害応急対策に関する地方公共団体支援等を実施しています。（別紙－２） 

ついては、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ予備隊員として登録されている方に対して、辞令交付および研修を

実施いたします。研修受講後、必要に応じて被災地等で TEC-FORCE の一員として、北陸地方整備局職

員とともに被害状況調査等に従事する予定です。  

 

＜辞令交付式・研修の開催日時及び場所＞ 

日 時：令和 8年 10 月 30 日（金）8時 40 分～9時 00 分頃  

場 所：美咲町合同庁舎（新潟市中央区美咲町１－１－１）４階共用会議室  

 

２．取材について  

北陸地方整備局長からの辞令交付式を報道関係者に限り公開します。取材を希望される方は、下記

期日までに、Microsoft Forms にて報道機関名、氏名等を登録してください。  

取材登録先(Microsoft Forms)：https://forms.cloud.microsoft/r/XAqMuN41xP  

締切り：令和８年１０月２９日（木）15:00  

     なお、研修については非公開とさせていただきます。 

 

 ３．その他  

登録される TEC-FORCE 予備隊員に登録された方を雇用されている企業・団体等名につきまして、

以下に掲載します。 

https://www.hrr.mlit.go.jp/bosai/siryou/kigyou_dantai.pdf 

※会社名の HP掲載につきましては、同意をいただきました企業・団体等のみを掲載いたします。 

 

【取り扱い】  

本資料をもって解禁 

 

【同時発表記者クラブ】 

管内各県記者クラブ 

その他・専門紙 

【問い合わせ先】  

国土交通省 北陸地方整備局  

災害対策マネジメント室              室長    以倉 直隆  

電話：０２５－２８０－８８３６（内線 ２１８１） 

港湾空港部港湾空港防災・危機管理課    課長    冨澤 文彦  

電話：０２５－２８０－８７５９（内線 ６４０１） 

 

 

北陸地方整備局では、１０月１日に、令和８年度「TEC-FORCE 予備隊員」※１44 名を登録

しました。 

ついては、新たに登録された TEC-FORCE 予備隊員への辞令交付、及び被災地への派遣に

備えた研修を、下記日程で実施しますのでお知らせします。 

取材登録はこちらから 

※1：「TEC-FORCE 予備隊員」制度とは 

災害対応に係る専門的な知識を有する民間企業等の人材を「TEC-FORCE 予備隊員」として登録の上、災害発生時に必

要に応じ、非常勤の国家公務員として採用し、被災地等で TEC-FORCE の一員としての活動等に従事する制度 

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ予備隊の活動実績は別紙－１を参照ください 



TEC-FORCE 予備隊員の登録にご協力いただいている企業・団体等について 

 

TEC-FORCE 予備隊員は、災害時等に非常勤の国家公務員として採用され、TEC-FORCE の

一員として被災地等で活動いただく制度です。 TEC-FORCE 予備隊員へ登録されている方は、

企業・団体等（以下「企業等」と記載します）に お勤めされている方も多く、本制度は、所属されて

いる企業等の皆様の御理解・御協力のもとで 成り立っております。 ここに、TEC-FORCE 予備

隊員に登録された方を雇用されている企業等について、下記にて 企業・ 団体名を掲載させて

いただきます。 

 

  

企業・団体名（敬称略） 

（一社）石川県建設業協会 

（一社）新潟県建設業協会 

（一社）北陸地域づくり協会 

（一社）北陸地域づくり協会 金沢支所 

(一社)北陸地域づくり協会 富山支所 

（一社）北陸地域づくり協会 長岡支所 

(一社)北陸地域づくり協会 高田支所 

(一社)北陸地域づくり協会 長野支所 

一般財団法人港湾空港総合技術センター北陸支部 

開発技建（株） 

（株）大本組新潟営業所 

（株）キタック 

(株)建設マネジメント北陸東 

(株)建設マネジメント北陸東 長岡支店 

(株)建設マネジメント北陸東 上信越支店 

（株）建設マネジメント北陸西 

（株）建設マネジメント北陸西 金沢支店 

(株)建設マネジメント北陸西 富山支店 

(株)佐藤渡辺 北陸支店 

（株）東洋設計 



㈱パスコ 新潟支店 

㈱東京設計事務所 

川田工業（株） 

共和コンクリート工業（株） 

ケーネス北陸支店 

大日本ダイヤコンサルタント(株) 北陸支社 

東京コンサルタンツ(株) 北陸支社 

東洋建設(株)北陸支店新潟営業所 

（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構 

西田建設㈱ 

日本海電業（株） 

日本工営（株） 新潟支店 

前田建設工業㈱北陸支店新潟営業所 

巻建設(株) 

 

※ 50 音順。   

※ 掲載の同意を頂きました企業等のみを掲載させて頂いております。   

※ 本ページは、令和 8 年 10 月 1 日現在の TEC-FORCE 予備隊員の登録者を雇用され 

ている企業等を掲載しています。今後の TEC-FORCE 予備隊員の登録状況により、適宜更 

新します。 



令和８年熊本地震

令和８年８月千葉豪雨

TEC-FORCE予備隊員の活動実績

八代市や氷川町に計62人・日の予備隊員を派遣し、道路や港湾の被災
状況調査、給水活動等を通じ、被災地方公共団体の支援を行いました

千葉市や市原市等に計21人・日の予備隊員を派遣し、道路や砂防の被災
状況調査を通じ、被災地方公共団体の支援を行いました

調査箇所の打合せ(八代市役所) 道路の被災状況調査(八代市) 復旧に向けた技術的助言(八代市)

ガント リ ーク レーン基礎の
被災状況調査(八代港外港地区)

被災者への給水支援
(八代港内港地区)

岸壁の調査・ 現地確認
(八代港外港地区)

応急復旧・ 本復旧計画に係る
打合せ (千葉県庁)

道路法面の被災状況調査
(千葉市)

市役所職員との調査箇所の打合せを踏まえて道路の路面や橋梁の被災状況調査を実施し、

10年前の熊本地震への対応経験も活かした技術的助言を行いました。

被災した港の復旧に向けて、現地の被災状況調査を実施するとともに、必要な資料・データ

を迅速に取りまとめ、復旧方針の検討を支援しました。

九州地方整備局所有船(海輝・海煌)や給水機能付き散水車を用いて給水支援を行うとともに、

SNS等を通じて活動を発信し、多くの被災者の生活環境向上に貢献しました。

東日本大震災で復旧計画の策定に

携わった経験を活かし、県や市の

管理道路の被災状況調査結果に基

づく復旧計画を迅速に立案し、応

急復旧及び本復旧計画の打合せ時

には技術的助言を行いました。

がけ崩れの被災状況把握のために

現地調査を実施し、作成した調査

報告書を千葉県に手交しました。

給水支援に関する
広報活動の例(氷川町)

別紙１



※リエゾン（災害対策現地情報連絡員 Liaison,「仲介、橋渡し等」という意味のフランス語）

リエゾンとしての活動

リエゾンは被災地方公共団体の支援ニーズを把握し、効果的な対策の早期
実現へ向けて、役に立つよう動きます

リエゾン※は、災害が発生又は発生するおそれのある場合に直ちに派遣され、被災した地
方公共団体での情報収集や支援ニーズの把握を積極的に行います。
リエゾンが被災した地方公共団体と地方整備局等との太いパイプ役となって連絡調整に
あたることにより、TEC-FORCEが迅速な応急対策等の支援を行うことができます。

公共土木施設の被害状況の調査

被災状況調査班として、河川や砂防、道路、港湾などの自治体が管理する施設の被害状
況を短期間で調査します。また、発災後の橋梁や危険渓流等の安全性の確認なども行い
ます。
地方公共団体の円滑な災害申請への活用も想定し、被害状況調査の結果を取りまとめ、
被災自治体へ報告します。

被災地方公共団体が管理する施設の被害状況を調査します

TEC-FORCE予備隊員の主な活動内容（災害派遣時）

※ 派遣先は、採用された地方整備局等管内に加え、管外（全国）への派遣となる場合がありますが、個人の事情等（健康状態等の本
人の事情、家族等の状況、企業等に勤務している場合の業務繁忙等を想定しています）も踏まえた調整の上で決定します。

道路被害状況の調査河川被害状況の調査 土砂災害被害状況の調査 港湾被害状況の調査

支援要請内容
の報告

被害情報や支援ニーズを把握
TEC-FORCE活動や国土交通省の対応
状況等を説明

国土交通省（ 災害対策本部）

リ エゾンからの情報を総合的に判断し、
最適な支援のためのTEC-FORCEを派遣

被災した地方公共団体

リ エゾンに
よる調整

TEC-FORCEによる
災害支援を実施

災害応急対策に必要となる技術的助言

高度技術指導班として、被災地における災害応急対策に必要となる地方公共団体等への
技術的助言等を行います。

被災地方公共団体等に対し、必要な技術的助言を行います

「TEC-FORCE予備隊員」は、災害時等に非常勤職員の国家公務員として採用
され、TEC-FORCEの一員として被災地等で活動いただく予定です。

（地方整備局等） 別紙２



TEC-FORCE予備隊員の主な活動内容（災害派遣時）

被災地方公共団体に派遣されたリエゾン※または輸送支援班は、地方公共団体が設置する

物資拠点の管理・運営、配送状況、支援ニーズ等を日々確認し、地方運輸局災害対策本

部等を通じて、政府の現地対策本部や本省災害対策本部等へ報告します。

物資拠点が有効に機能していない場合は、支援物資（食料、水、生活必需品等）の荷捌

き、仕分け、保管、避難所等への配送調整等が有効に機能するよう、TEC-FORCE予備隊

員が持つ専門的な知識や経験を活用し、効率的な拠点運営や配送業務をサポートします。

持続的な物資拠点の運営や配送業務が行われるよう、関係機関と調整を行い、物流事業

者の派遣要請、災害協定締結に向けたサポートを行います。

不通となった鉄道等の代替輸送手段の確保に向けた情報収集や関係機関との連絡調整を

行います。

被災地からの避難等のためにバス等の輸送需要が急増したことにより、業界団体のみで

バスの手配等への対応が困難となった場合には、TEC-FORCEを業界団体に派遣し、個々

の事業者への連絡・調整を直接行うなど、業界団体と連携し、被災自治体の輸送ニーズ

に対応する役割を担います。

※ 派遣先は、採用された地方運輸局等管内に加え、管外（全国）への派遣となる場合がありますが、個人の事情等（健康状態等
の本人の事情、家族等の状況、企業等に勤務している場合の業務繁忙等を想定しています）も踏まえた調整の上で決定します。

※活動期間中、応急対策や本格復旧に不可欠な情報を得るため、物流施設や輸送に係る車
両、施設、設備等の被害状況を調査し、地方運輸局災害対策本部等を通じて、政府の現
地対策本部や本省災害対策本部等へ報告する活動を行って頂く場合もあります。

物資拠点の運営状況等を把握

支援実施前の物資拠点 拠点運営等をサポート 支援実施後の物資拠点

効率的な拠点運営等をサポート 物流事業者への派遣要請等

被災者等の輸送

業界団体等と連携し、被災地からの避難や地域住民の生活交通の維持の

ため、バス等の確保に向けた調整を行います

物資拠点の管理・運営

物流に関する専門的な知識や経験を活かし、被災自治体等が抱える課題

解決等に貢献します

※リエゾン（災害対策現地情報連絡員 Liaison,「仲介、橋渡し等」という意味のフランス語）

T E C-F ORCE予備隊員は、災害時等に非常勤職員の国家公務員として採
用され、T E C-FORCEの一員として被災自治体等で活動いただく予定です。

（地方運輸局等）



TEC-FORCE予備隊員の主な活動内容（災害派遣時）

※リエゾン（災害対策現地情報連絡員 Liaison,「仲介、橋渡し等」という意味のフランス語）

リエゾンとしての活動

リエゾンは被災地方公共団体の支援ニーズを把握し、効果的な対策の早期

実現へ向けて、役に立つよう動きます

リエゾン※は、災害が発生又は発生するおそれのある場合に直ちに派遣され、被災した地

方公共団体での情報収集や支援ニーズの把握を積極的に行います。

リエゾンが被災した地方公共団体と地方航空局との太いパイプ役となって連絡調整にあ

たることにより、TEC-FORCEが迅速な応急対策等の支援を行うことができます。

空港施設の被害状況の調査

被災状況調査班として、自治体が管理する空港施設の被害状況を短期間で調査します。

地方公共団体の円滑な災害申請への活用も想定し、被害状況調査の結果を取りまとめ、

被災自治体へ報告します。

被災地方公共団体が管理する空港施設の被害状況を調査します

※ 派遣先は、採用された地方航空局管内に加え、管外（全国）へ
の派遣となる場合がありますが、災害時に個人の事情等も踏ま
えた調整の上で決定します。

空港建築施設の調査空港基本施設(滑走路等)の調査 航空保安施設用予備発電設備の調査 航空灯火電気施設の調査

支援要請内容
の報告

被害情報や支援ニーズを把握
TEC-FORCE活動や国土交通省の対応
状況等を説明

国土交通省（ 災害対策本部）

リ エゾンからの情報を総合的に判断し、
最適な支援のためのTEC-FORCEを派遣

被災した地方公共団体

リ エゾンに
よる調整

TEC-FORCEによる
災害支援を実施

災害応急対策に必要となる技術的助言

高度技術指導班として、被災地における空港施設の災害応急対策に必要となる地方公共

団体等への技術的助言等を行います。

被災地方公共団体等に対し、必要な技術的助言を行います

（地方航空局）


